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交付金の配分のあり方に関する議論の多くは 「成果に基づく配分」 「競争的な配分」 「選択と集中」
といった『考え方』を強調するものである。しかしながら、これらの議論が国立大学が実際にど
のような機能をはたしているのかについて、 十分に理解されたうえでのものとなっているかとい
った点については、多くの疑念がわく。2007 年 5 月に財務省よりだされた「研究成果（科研費







築し（2 章） 、その枠組みと関連付けながら、これまでの主要な研究成果を整理する（3 章） 。そ
のうえで、国立大学の機能について、設置主体別分析（4 章） 、設置主体・都道府県別分析（5
章） 、国立大学類型別分析（6 章） 、国立大学事例分析（7 章）を新たに行い、それらをふまえた
うえで大学の機能実態を捉えるための概念枠組み（モデル）の再構築を行う（8 章） 。最後に 9
章において、 これらの知見整理とそれに基づく政策的含意を明らかにする。 より具体的には国立
大学がシステムとして果たしている機能についてのデータに基づく『現状理解』を通じて、 「成
果に基づく配分」 「競争的な配分」 「選択と集中」といった『考え方』 （の重視）が持つ、実際の
問題点・必要な改善点を明らかにする。また学術的には国立大学の機能実態を明らかにし、それ
を捉えるための枠組み （モデル） を構築することを本稿の目的とする （この概念枠組み （モデル）















  以上において、 今日多くの研究者により一般的に使われている大学の 3 つの機能が指摘されて
いる。ここで三番目にあげられている「大学の社会奉仕」という訳語は、近年「社会貢献」 「社









2 の機能しかないと考えることも可能である。ただし、以下では暫定的に従来通り 3 つの機能と
いう整理を使用する。 









  最後に、第三の機能（知識の応用・大学開放機能）についてであるが、こちらについては、①4 
 
「研究的大学開放機能」 （主として研究機能に基づいて行われる大学開放機能） 、②「教育的大学
開放機能」 （主として教育機能に基づいて行われる大学開放機能） 、 ③ 「総合的大学開放機能」 （研
究・教育機能の両方に基づいて行われる大学開放機能） の 3 つのサブカテゴリーにここでは分類
する。 
  加えて、 上記の大学の 3 機能に関連する （あるいは直接関連しない） ふたつの効果が存在する。
これらの諸機能には個々の目的に応じた効果としての直接的効果と、 これらの目的とは直接関係
しないが、社会に対して一定の効果を有する間接的効果（外部効果）が存在する。これらを図に
示したものが、図 2-1 である。 
 
 




図 2-2  大学システム―環境モデル 
 

















  以下では、国立大学の機能（3 章 1 項）と地方国立大学の機能（3 章 2 項）に関する実証分析
について、2 章で示したモデルと関連付けつつ、主要な先行研究の知見を整理していく。 
3.1.  国立大学の機能に関する先行研究 









































る。 」 （p.19） 
  そして、このような問題関心の下で、国立大学の役割（本稿では機能とする）につい
て実証的に以下のことを明らかにしている。 





とその 7 割強を占めていることがわかる。 ・ ・ ・特に理学、 工学、 農学といった領域では、











立大学に依存しているということである。 」 （p.25） 
  次に、教育機能のうち人材養成機能については、以下のことを指摘している。 
（1） 「大学教育、とくに学部教育において国立大学が果たす役割、学生数のうえではか





と、日本の大学教員のほぼ 3 分の 2 にあたる、64％が国立大学の出身者であり、特に 4
年制大学のみをみると 66 パーセントに達する。さらに学位別にみれば博士号をもつもの



















質的に異なる側面を持っている。 」 （p.27） 
最後に、国立大学協会による『21 世紀日本と国立大学の役割～「国立大学の存在意義」に関
する調査研究』 （2005）が次のような問題関心のもとで行われており、以下では当該報告書のう




礎となることを願うものである」 （ 「まえがき」より） 。 
 Ⅰ ． 研究機能については以下のことが明らかにされている。 1 章を担当した小林 （2005） では、
1 節において「ISI Essential Science Indicators により、日本の大学・研究機関の学術研究の
活発さを調べ」 （p.2）ている。なお、上記のデータベースは、 「世界の各分野の論文の被引用数






この結果として、 全分野の被引用数が多い日本の大学 ・ 研究機関上位 50 機関についてみると、
「上位 8 位までの全てを国立大学が占め、上位 20 機関のうち 17 機関、上位 50 機関のうち 28
機関を国立大学が占めている」 （p.2）ことが明らかにされている。また、 「世界上位 1000 位まで
に入っている大学・研究機関の内訳をみると、機関数・・・で国立大学（大学共同利用機関含む）









次に、Ⅱ．教育機能のうち、教育機会供給機能については、加藤（2005）が担当する 3 章 1
節では、大学教育機会の保証に関して、次のことが指摘されている。 
（1） 「私立大学・昼間部の医歯系分野では、 最も所得の高い階層の出身者が 58％を占めており、







の比率は私立大学の 23％に対して国立大学では 16％。 逆に最も所得の低い階層の比率をみると、
国立大学（25％）の方が私立大学（20％）より高くなっている。 」 （p.38） 












ている」 （p.25） 。 





立大学の果たす役割は大きなものであるといえる。 」 （p.26） 
  また 2 章 3 節では、学術面でのリーダーの人材養成機能に関して、次のことを指摘している。  
（1） 「日本の大学教員についてみれば、教員全体の 64％は国立大学出身者である。 ・・・博士号
を持つ者のみを選んで集計すれば、国立大学出身者の割合は 73％になる。 」 （p.29） 
（2） 「日本学術会議に登録されている 1,719 学協会の代表者（会長等）について、 ・・・学協会
の分野を問わず、約 3 割前後を国立大学の教員（名誉教授含む）が占めている。2～4 割を占め
ている私立大学の教員であっても国立大学出身者が多いことを考慮すれば、 学術関係の学協会代
表者に占める国立大学出身者の割合は非常に高いことがわかる。 」 （pp.29-30） 
（3） 「平成 7 年～平成 16 年の紫綬褒章・文化勲章・文化功労者・日本学士院賞の学術関係受賞
者の分類を示す。 ・・・国立大学教員（名誉教授含む）が 6 割以上を占めている。定年後私立大
学や独立行政法人等に奉職した者等を考慮すれば、 国立大学出身者の占める割合は更に高まると
容易に推測される。 このように、 現在の日本の学術的なリーダーの多くを国立大学が養成してき
たのである。 」 （p.30） 
  加えて2章4節では、 国際社会への人材養成を通じた貢献に関して、 次のことを指摘している。 
（1） 「日本の大学院への留学生全体のうち、国立大学は 7 割弱を引き受けている。 ・・・工学で
は 88％、農学では 92％など、国立大学は、特に発展途上国の経済発展の基礎となる分野での人
材養成の 9 割程度を引き受けていることがわかる。 このことは、 国立大学において高度の専門教
育を受けた人材が、 帰国後に出身国においてリーダーとして中心的役割を担うことを、 意味して
いるといえる。 」 （p.30） 




に関して、国立大学が果たす役割は重要である。 」 （p.33） 
（2） 「宮城県における審議会等の委員を務める大学関係者を設置主体別に示す。 委員のうち国立
大学教員が占める割合過半数を超え、 中心的役割を果たす委員長等に限ってみれば、 国立大学教
員が占める割合は 7 割に達している。 」 （p.33） 11 
 
（3） 「各都道府県等の商工会議所会頭の・・・3 分の 1 以上を国立大学出身者が占めていること
がわかる。 」 （p.33） 
（4） 「以上のように、地域社会において、国立大学は、新たな人材養成の観点に限らず、歴史的
に行政や経済・産業の中心的役割を果たす人材を養成してきており、 地域社会の発展に大きな貢
献を果たしてきたことを意味している。 」 （p.34） 
  以上の他に、教育機能に関連して光田（2005）による 2 章 1 節では、大学教育の質的スタン
ダードに関して、 大学入試センター試験で 5 教科 7 科目以上を課す大学 （私立大学は 4 科目以上
を出題する大学）の比率に着目し、 「2004 年度入学試験をみると、大学入試センター試験で 5 教
科 7 科目以上の受験を求める国立大学は 93％にのぼっている・・・これに対して私立大学では 4




により 2 節で、 産業界との連携について分析がなされており、 民間企業等との共同研究について
は、次のような知見が得られている。 
（1） 「実施している大学の比率では国立大学の方が圧倒的に大きい。国立大学は、産学連携にお
いても中心的な役割を担っている」 （p.12） 。ただし、実施機関数は国立大学 79 校、私立大学 129
校（ともに平成 15 年度）となっている点には注意が必要。 
（2）科学技術政策研究所の調査報告「産学連携  1983－2001」 （科学技術政策研究所・調査資料
－96、2003）を引用しつつ、以下のことも述べられている。 「1995 年以降特に中小企業が国立大
学と共同研究を始めるケースが急増しており、 国立大学との共同研究は中小企業にとっても重要
性が増していると思われる。 」 （p.14） 
（3） 「民間企業と大学等との地域内連携（都道府県内の連携）は、全共同研究実施件数の 35％
程度の水準を維持しており、 全共同研究実施件数が増加するのにつれて、 地域内連携も拡大を続
けている。 」 （p.14） 
（4） 「地域内の国立大学等が実施する共同研究全体に占める地域内共同研究の割合でみると、 大
都市圏よりも青森、静岡、富山、島根、香川などの地域で大きく、地域内の中小企業が地元の国
立大学との共同研究を開始するケースが増加している。 」 （p.14） 
（5） 「共同研究における相手先の機関が多様であることも国立大学の社会との連携の特色であ
る・・・民間企業のみならず、地方公共団体や公益法人等との共同研究も多く、公的セクターへ





きる」 （p.17）としている。 12 
 









  鳥井（2005）により 4 章 2 節で、新市場の創出に関して、次のことを指摘されている。 
（1） 「筑波大学と横浜国立大学の調査によると、平成 16 年度 8 月末の時点で、累積の大学発ベ
ンチャー企業数は 900 社を超えており ・ ・ ・、 そのうち国立大学発のベンチャー企業の数が 58.1％
に上っている。 ・・・また、国立大学の 75.9％がベンチャー企業を生み出しているし、1 大学当
たりのベンチャー企業数をみても国立大学は 6.5 件と多い。 ・・・これらの状況は新市場の創出
に関しても国立大学が大きな役割を果たしていることを示している。 」 （p.54） 




越地震（70.0％・75.0％） 、③集中豪雨（59.1％・65.4％） 、④ＢＳＥ（62.0％・78.9％） 、⑤鳥


















  小野・麻生（1975）によれば、 「 「岡山調査」で得られた結果から、地方国立大学に関する考察










































  山形大学の事例からは、 「大学の先生が審議会などに委員として参加」 （10.7％） 、 「研
修会、講演会などの講師、助言者」 （34.5％） 、 「委託研究や共同研究」 （6.7％） 、 「研究上
の成果や情報の提供」 （12.2％） 、 「大学の施設や建物の借用」 （4.6％） 、 「大学に研修生・
研究生の受け入れ」 （7.0％） 、 「大学の開放講座・研究会等を研修の機会として利用」
（5.1％） 、 「大学の学生を臨時雇い （アルバイター） として雇用」 （9.7％） 、 「その他」 （1.7％） 、
「特に接触はない」 （7.4％） 、 「無記」 （0.4％）などとなっている（p.120） 。 
山梨大学の事例では、次のようになっている。 「全体としては「研修会・講演会での講
師・助言者として」 （33.5％）が最も多く、ついで「審議会などの委員に委嘱」 （14.2％） 、
「研究上の成果や情報の提供」 （12.2％） 、 「学生アルバイトを通じて」 （8.5％） 、 「研修生・
研究生の派遣」 （5.8％） 、 「委託研究 ・ 共同研究」 （5.5％） 、 「大学の施設 ・ 建物の借用」 （4.7％） 、
「公開講座・研究会等」 （3.5％） 、 「その他」 （2.6％） 」 （p.171） 。 
鳥取大学については、 「研究会等の講師・助言者として」 （67.5％） 、 「審議会の委員と
して」 （31.7％） 、 「研究成果や情報の提供で」 （23.8％） 、 「学生をアルバイターとして雇
った」 （21.8％） 、 「委託研究・共同研究で」 （15.5％）などとなっている（p.202） 。 
  さらに徳島大学では、 「①「講師・助言者として」 （58.6％） 、②「委託研究・研究成果
の情報提供」 （36.4％） 、③「審議会などの委員」 （24.1％） 、④「学生アルバイトの利用」
（20.7％） 、⑤「施設等の利用」 （12.3％） 、⑥「研究生等の派遣」 （8.6％） 、⑦「公開講
座・研究会等への参加」 （7.4％） 、⑧「その他」 （7.7％）となっている」 （p.257） 。 









  また、山梨大学の事例では、 「全体の 61％もの住民が地方国立大学の社会的開放に対し
て積極的対応を示したことは、現代社会における住民の学習要求の日常的昂揚化の問題
































での協力にも積極的であることがわかる。 」 （村澤,1999 p.35） 
また、この他の個別大学の事例をいくつか紹介すると、以下のようになる。 




と答えている。 ・・・全体として、香川大学教員の 8 割までが、地域の様々な分野から協力要請
があり、それらに応じている実態がある。しかし、協力要請に応じた頻度や、それに費やしてい
るエネルギーについては調査項目を用意していないので、その点はわからない。 」 （加野,2002 
p.332） 
山形大学の場合、 「県からの要請では「県や国などの行政」 、 「市町村の行政」への協力が 40％16 
 




る程度おこなわれていることがわかる。 」 （佐藤,2002 p.356） 
東北大学の場合、 「過去 1 年間に学外のなんらかの機関・団体から要請があり、それに協力し
た教官は 78.5％にのぼる。学外からの協力要請が全くなかった教官は 2 割程度に過ぎず、大多
数の教官は何らかの要請を受けていることがわかる。 教育・研究機関である大学の教官が他の教







  香川大学の場合の取組については、 a.生涯学習教育研究センター、 b.地域開発共同研究センタ
ー、c.教育学部附属教育実践センター、d.農学部が取り上げられている。a については、 「セン
ターの発足以来の講座数と受講者数をみると、 全体としての講座数は伸びているものの、 受講者
数という点では必ずしも増えているわけではない。むしろ、昭和 57 年、58 年をピークとして講
座受講生は減少しており、現在ではピーク時の 7，8 割程度でしかない。こうした背景には、受
講者数を幅広く集めるだけの魅力的な講座が少ないということもあろうが、 競合する生涯学習機
関や講座が増えたためでもある。 」 （加野,2002 p.330） 、b については、 「地域開発共同研究セン
ターは香川大学の産官学連携の窓口として、 地域社会の科学技術の発展と産業の振興に寄与する
ことを期待されている・・・現在のところはまだ固有の建物もなく、施設を工学部建物のなかに




ートの役割を果たしている。 」 （加野,2002 p.331） 、d については、 「農学部の先生方が中心にな
って組織している「香川園芸研究協議会」 ・・・すでに長い歴史を有し・・・大学、高校、試験
場、 普及センター、 JA、 行政機関などに勤務している人々や生産者など約 300 名の会員を組織し、
関係者の相互研鑽と親睦の場となっている団体である。 そうした環境の中で、 イチゴの栽培技術







  また、山形大学の事例からは、次のような交流実態が明らかになる。 「附属博物館は昭和 4 年
に山形師範学校の郷土室として設置され、 戦後新制大学に引き継がれて、 山形大学附属郷土博物
館となり、 昭和 37 年には附属博物館と名称変更した。 業務は収蔵品、 収集品の展示や目録作成、
学外貸し出しであるが、 入館は一般にも開放されており、 常設展示のほか特別展を開催し、 また、
独自の公開講座も開催している。 大学の中で日常的に地域に開かれている唯一の施設であり、 平
成 10 年度の入館者数は、2,300 人を超えている。現在は附属図書館の建物の 4 階にあり、入り
にくさと土・日の閉館による制約を受けているが、 物的資源として地域社会に開放された場にな





した学部の特性による地域交流も多数存在している。 」 （佐藤,2002 p.355） 。 
  また、新潟大学の取組に関しては、次のことが指摘されている。 「新潟大学では、医学部附属






は、その後、平成 5 年に工学部同窓会の発案により、 「新潟工学振興会（財団法人） 」が設立され
（主務官庁は新潟県商工労働部工業振興課） 、試験研究や技術講習会など新潟県における地域産







ンシップについては、平成 11 年度に、法学部、理学部、工学部、農学部の 4 学部が夏休み中に
県内外の企業や官公庁を受け入れ機関として約 150 名近くの学生を派遣している。 今後、 ベンチ
ャー精神を持った職業人を育成するための、 ベンチャービジネスラボラトリーなどの内容を含ん
だ、本学の全研究分野にわたるリエゾン的性格を有する「地域連携推進会議」の創設が目指され





  まず 7 大学全体の傾向についてであるが、 「大学全体としての地域貢献の現状に対する評価と





関の活性化」 、 「市民団体・ボランティア」 、 「文化の向上」 、 「地域住民の教養の向上」 、 「企業・産
業界」などを含め、大学がより幅広い領域・対象に貢献することを、それぞれ半数以上の教員が
期待している。 」 （吉本,1999 p.24） 
  また、有識者の評価について、単純集計表（国立学校財務センター研究報告 第 5 号, 2001 
pp.279-282）からの再集計を行うと、 「地域の高校生の進学機会として」については、40.7％が








  以上において、 国立大学 ・ 地方国立大学が果たしている機能についてみてきた。 しかしながら、
天野（1968） 、清水編（1975）は調査時点がかなり古い。また金子（1998）では大学開放機能の
部分についての注目がなされていない。 また国立大学協会は、 大学開放機能についての言及はあ
るが、 地方国立大学の機能への注目が十分ではないし、 天野 （研究代表） （1998,  1999,  2000,  2001, 
2002）については、地方国立大学への注目はなされているが、それらが国立大学全体の中でどの
ような機能を果たしているのかについての「量的」な把握がなされていない。そこで、本稿では





4.1.    設置主体別にみた国立大学の機能 
まず本稿で利用するデータとそのデータソースについて以下の表（4-1）にまとめる。 19 
 



































数 （以下 「修士院生数」 ） 、 ③博士課程院生数 （以下 「博士院生数」 ） 、 ④専門職学位課程院生数 （以
下「専門職院生数」 ） 、⑤学部就職者数、⑥修士課程就職者数（以下「修士就職者数」 ） 、⑦博士課





  これらの図表から明らかになるように、 研究機能と研究的大学開放機能に関する指標について










図 4-1  設置主体別の大学の機能シェア 





















国立大学 29,595 124,928,357 442 9,424,702 459,716 94,482 52,704 6,141 47,887 30,063 6,647 379
公立大学 3,376 8,334,641 54 899,815 110,047 9,482 4,468 369 14,819 2,667 492 2
私立大学 10,782 25,899,582 255 4,375,047 1,935,122 61,561 18,193 13,649 293,072 17,888 2,010 770
合計 43,753 159,162,581 751 14,699,564 2,504,885 165,525 75,365 20,159 355,778 50,618 9,149 1,151
国 立 シ ェ ア 6 7 . 6 7 8 . 55 8 . 96 4 . 1 1 8 . 45 7 . 16 9 . 93 0 . 51 3 . 5 5 9 . 47 2 . 73 2 . 9
公立シェア 7.7 5.2 7.2 6.1 4.4 5.7 5.9 1.8 4.2 5.3 5.4 0.2
















国立大学 11,735 29,707,853 9,679 104,993,122 5,457 1,417 7,589 872 2,566 126,141
公立大学 685 1,581,417 1,133 4,335,115 312 25 565 63 1,139 92,880
私立大学 1,643 4,947,490 6,760 27,355,462 1,319 626 1,679 476 19,690 892,374
合計 14,063 36,236,760 17,572 136,683,699 7,088 2,068 9,833 1,411 23,395 1,111,395
国 立 シ ェ ア 8 3 . 4 8 2 . 05 5 . 17 6 . 8 7 7 . 06 8 . 57 7 . 26 1 . 81 1 . 0 1 1 . 3
公立シェア 4.9 4.4 6.4 3.2 4.4 1.2 5.7 4.5 4.9 8.4










4.2.    設置主体・専門分野別にみた教育機能 
4.2.1.    設置主体・専門分野別にみた学部教育機会供給機能 21 
 
表 4-3  設置主体・専門分野別・学部教育機会供給機能 
国 立公 立私 立 計 国 立公 立私 立
459,716 110,047 1,935,122 2,504,885 18 4 77
人文 33,030 18,792 348,292 400,114 8 5 87
社会 73,465 33,755 818,768 925,988 8 4 88
理学 32,897 3,770 48,835 85,502 38 4 57
工学 140,881 15,607 269,047 425,535 33 4 63
農学 30,865 3,541 37,258 71,664 43 5 52
保健 52,651 21,686 125,778 200,115 26 11 63
商 船 2 5 000 2 5 0 1 0 000
家政 1,457 2,179 59,181 62,817 2 3 94
教育 72,452 1,290 71,091 144,833 50 1 49
芸術 2,704 3,688 66,411 72,803 4 5 91
















4.2.2.    設置主体・専門分野別にみた修士教育機会供給機能 
表 4-4  設置主体・専門分野別・修士教育機会供給機能 
国立 公立 私立 計 国立 公立 私立
94,482 9,482 61,561 165,525 57 6 37
人文 4,257 497 8,573 13,327 32 4 64
社会 5,288 1,254 13,505 20,047 26 6 67
理学 9,627 1,179 3,201 14,007 69 8 23
工学 42,056 2,809 20,363 65,228 64 4 31
農学 7,202 362 1,072 8,636 83 4 12
保健 5,981 1,380 4,463 11,824 51 12 38
商船 67 0 0 67 100 0 0
家政 283 268 543 1,094 26 24 50
教育 10,205 83 1,643 11,931 86 1 14
芸術 1,272 634 2,481 4,387 29 14 57















4.2.3.    設置主体・専門分野別にみた博士教育機会供給機能 
表 4-5  設置主体・専門分野別・博士教育機会供給機能（設置主体別） 22 
 
国立 公立 私立 計 国立 公立 私立
52,704 4,468 18,193 75,365 70 6 24
人文 3,815 399 3,483 7,697 50 5 45
社会 3,387 484 3,648 7,519 45 6 49
理学 5,245 477 556 6,278 84 8 9
工学 11,367 528 2,076 13,971 81 4 15
農学 3,859 158 368 4,385 88 4 8
保健 16,708 1,809 5,397 23,914 70 8 23
家政 172 109 130 411 42 27 32
教育 1,300 21 596 1,917 68 1 31
芸術 306 111 307 724 42 15 42














4.2.4.    設置主体・専門的・技術的職業別にみた人材養成機能 
表 4-6  設置主体・専門的・技術的職業別労働者養成機能 
 
上表（表 4-6）は専門的・技術的職業従事者数（大学・大学院計）の設置主体別内訳をみたも
のである。4 章 1 節に示した表 4-2 から明らかなように、国立大学は人材養成機能の 2 割を分担







5-1） 。科研費件数について、国立大学が 50％以上のシェアを持つ県は 40 都道府県に及び、公立
大学・私立大学が 50％以上のシェアを占める県は、それぞれ 2 県ずつとなっている。公立大学
が 50％以上のシェアを占めている県は福島・和歌山で、私立大学が 50％以上のシェアを占めて
いる県は、栃木県と埼玉県となる。 
  また科研費額について、国立大学が 50％以上のシェアを持つ県は 42 都道府県に及び、公立大24 
 






表 5-1  設置主体・都道府県別にみた研究機能（科研費件数・額） 
 
（額についての単位：円） 







愛媛、鹿児島、宮城、山形、長崎、富山） 。 25 
 
 
図 5-1  都道府県別にみた研究機能（科研費額）の国立シェア 
 
5.2.設置主体・都道府県別にみた教育機能 




給をおこなっている都道府県数 （ 「供給県数」 とする） に対する国立大学が当該分野のシェア 50％
以上を占めている都道府県数（ 「50％以上県数」とする：表中では単に「50％以上」 ）に注目する
と、人文・10 県、社会・7 県、理学・25 県、工学・25 県、農学・25 県、保健・20 県、商船・2




表 5-2  専門分野別・学部教育機会供給県数・国立シェア 50％・75％以上の県数・比率 
分野 人文 社会 理学 工学 農学 保健 商船 家政 教育 芸術 その他
供給県数 44 47 38 47 40 47 2 32 47 26 44
50％以上 10 7 25 25 25 20 2 1 35 1 12
75％以上 5 3 21 11 18 10 2 1 25 1 9
50％県数比率 22.7 14.9 65.8 53.2 62.5 42.6 100.0 3.1 74.5 3.8 27.3




















































神奈川 0  
さらに、国立大学シェアを都道府県・専門分野別にみていき、国立大学シェアが 50％以上と
なる分野数を都道府県別に計算したものが表 5-3 である。 ここから明らかなように、 学部教育機
会供給機能において言えることは、埼玉（0 分野） ・神奈川（0 分野） ・千葉（1 分野） ・東京（1
分野） ・愛知（1 分野） ・滋賀（1 分野） ・大阪（1 分野） ・奈良（1 分野）などの、東京・愛知・大
阪とその周辺県においては、国立大学が 50％以上を供給する専門分野がほとんどない一方で、
山形（8 分野） 、茨城（7 分野） 、島根（7 分野） 、佐賀（7 分野） 、富山（6 分野） 、長野（6 分野） 、






5.2.2.  設置主体・都道府県・専門分野別にみた修士教育機会供給機能 
  修士教育機会供給については、国立大学が過半数（57.1％）をになっている（なお以下では
50％以上を「過半数」 、60％以上を「大多数」 、70％以上を「大部分」と表記する） 。さらに、各
専門分野の修士教育機会の供給をおこなっている都道府県数 （ 「供給県数」 ） に対する国立大学が
当該分野のシェア 50％以上を占めている都道府県数 （ 「50％以上県数」 ） の比率 （ 「50％県数比率」 ）
に注目すると、実に 11 分野中 7 分野で過半数を超えており、商船・教育・理学・工学・農学・
保健においては、その 50％県数比率はそれぞれ 100％、100％、82.9％、83.0％、83.3％、68.9％
となっている。また、全国計では 32％・26％のシェアに過ぎない人文・社会についても 50％県
数比率は、 41.5％ ・ 30.4％に達していることがわかる （詳細については付属資料Ⅱを参照のこと） 。  
  以上から、修士教育機会供給機能については、家政（9.5％） ・芸術（8.7％）を除いて、都道
府県・専門分野別にみると、国立大学が果たす機能の重要性がより明確に確認できる。 
 
表 5-4  専門分野別・修士教育機会供給県数・国立シェア 50％・75％以上の県数・比率 
分野 人文 社会 理学 工学 農学 保健 商船 家政 教育 芸術 その他
供給県数 41 46 35 47 36 45 2 21 47 23 35
5 0 ％ 以 上 1 71 42 93 93 03 1 2 24 7 22 0
75％以上 11 6 26 32 28 16 2 1 44 2 14
50％県数比率 41.5 30.4 82.9 83.0 83.3 68.9 100.0 9.5 100.0 8.7 57.1




5.2.3.  設置主体・都道府県・専門分野別にみた博士教育機会供給機能 
  博士教育機会供給機能の大多数（69.9％）を国立大学が担っている。さらに、各専門分野の博
士教育機会の供給をおこなっている都道府県数 （ 「供給県数」 ） に対する国立大学が当該分野のシ
ェア 50％以上を占めている都道府県数（ 「50％以上県数」 ）の比率（ 「50％県数比率」 ）に注目す










表 5-5  専門分野別・博士教育機会供給県数・国立シェア 50％・75％以上の県数・比率 
分野 人文 社会 理学 工学 農学 保健 家政 教育 芸術 その他
供 給 県 数 2 63 42 84 72 74 71 31 31 73 2
50％以上 11 11 27 40 21 39 2 8 2 23
75％以上 9 8 23 36 20 31 1 7 1 17
50％県数比率 42.3 32.4 96.4 85.1 77.8 83.0 15.4 61.5 11.8 71.9





5.2.4.  設置主体・都道府県別にみた社会人大学院教育機会供給機能 














5.3.  設置主体・都道府県別にみた大学開放機能 
5.3.1.  設置主体・都道府県別にみた研究的大学開放機能 
 




立大学が 50％以上のシェアを持つ県は 45 都道府県に及び、 公立大学・私立大学が 50％以上のシ
ェアを占める県は、それぞれ 1 県（滋賀県） ・0 県ずつとなっている。共同研究件額について、
国立大学が 50％以上のシェアを持つ県は 43 都道府県に及び、 公立大学・私立大学が 50％以上の





図 5-3  都道府県別みた研究的大学開放機能（共同研究額）の国立シェア 
 31 
 
5.3.2.  設置主体・都道府県別にみた教育的大学開放機能 




についてみていく。私立大学が 50％以上のシェアを持つ県は 30 都道府県に及び、国立大学・公
立大学が 50％以上のシェアを占める県は、それぞれ 6 県・2 県にとどまっている。また、大学開
放講座受講者数について、私立大学が 50％以上のシェアを持つ県は 34 都道府県に及び、国立大







図 5-4  都道府県別にみた教育的大学開放機能（大学開放講座受講者数）の国立シェア 
 
































表 6-1  国立大学類型 
総合・旧帝大北 海道 東北 東京 名古屋  京都   大阪 九州
総合・旧官大〔文・理〕 筑波 神戸  広島 
総合・旧官大〔医あり〕 千葉  新潟 金沢岡 山長 崎 熊本
群馬  信州 富山 岐阜 島根 山口 香川 
愛媛  佐賀  大分  鹿児島 琉球 
弘前  秋田  山形  福井  山梨 三重  鳥取  
徳島 高知  宮崎 
岩手 福島  茨城    宇都宮 埼玉 横浜国立 静岡
滋賀 和歌山
単科・旧官大東 京 医 科 歯科  東京工業 一橋
単科・旧女高師 お茶の水女子  奈良女子 
単科・旧専門〔文〕 小樽商科  東京外国語 東京芸術  大阪外国語
北海道教育 宮城教育  東京学芸  愛知教育 京都教育 大阪教育  奈良教育 
福岡教育 
単科・旧専門〔工〕 室蘭工業 東京農工 電気通信  名古屋工業 京都工芸繊維 九州工業
単科・旧専門〔農・海〕 帯広畜産   東京海洋
単科・新設大〔医〕 旭川医科 浜松医科 滋賀医科
単科・新設大〔教〕 上越教育    兵庫教育 鳴門教育 鹿屋体育
単科・新設大〔工〕 北見工業 長岡技術科学  豊橋技術科学 筑波技術大学








6.1.    大学分類別にみた国立大学の研究機能 
表 6-2  大学類型別・研究機能（科研費件数・額） 
大学類型 採択件数 採択件数比率 額 額比率
総合・旧帝大 13,397 45% 74,675,447,675 60%
総合・旧官大［文・理］ 2,581 9% 9,078,500,000 7%
総合・旧官大［医あり］ 3,006 10% 9,019,310,000 7%
総合・新制大［医あり］ 3,018 10% 7,624,431,344 6%
複合・新制大［医あり］ 2,189 7% 5,401,287,720 4%
複合・新制大［医なし］ 1,268 4% 3,124,710,000 3%
単科・旧官大 1,335 5% 7,627,300,000 6%
単科・旧女高師 204 1% 533,300,000 0%
単科・旧専門［文］ 200 1% 537,150,000 0%
単科・旧専門［教］ 431 1% 771,870,000 1%
単科・旧専門［工］ 848 3% 2,831,940,000 2%
単科・旧専門［農・海］ 102 0% 307,820,000 0%
単科・新設大［医］ 292 1% 826,210,000 1%
単科・新設大［教］ 125 0% 209,410,570 0%
単科・新設大［工］ 285 1% 909,140,000 1%
単科・大学院 314 1% 1,450,530,000 1%
合計 29,595 100% 124,928,357,309 100%  
上表（表 6-2）は文部科学省・日本学術振興会の科研費（採択件数・額）を国立大学の類型別
にみたものである。科研費（採択件数）に関して、総合・旧帝大（北海道大、東北大、東京大、
名古屋大、京都大、大阪大、九州大） （45％） 、総合・旧官大［文・理］ （筑波大、神戸大、広島
大） （9％） 、単科・旧官大（東京医科歯科大、東京工業大、一橋大） （5％）を合わせると、 「全国
大学」 （以下では先の 3 大学類型をとりまとめて「全国大学」とする）の果たす役割は 6 割弱と
なる。国立大学が大多数の機能を果たしている研究機能（科研費・採択件数）に関して、 「全国
大学」は過半数の機能分担をしていることが明らかになった（逆にいえば、 「地方大学」 （ 「全国
大学」以外を以下では「地方大学」とする）はその 4 割強の機能分担をしている） 。研究機能（科
研費・額）に関しては、総合・旧帝大のみで 60％を占めており、総合・旧官大［文・理］ （7％） 、





























6.2.    大学類型別にみた国立大学の教育機能 
6.2.1.    大学類型別にみた国立大学の教育機会供給機能 
6.2.1.1.    大学類型別にみた国立大学の学部教育機会供給機能 
表 6-4  専門分野・大学類型別・学部教育機会供給機能（学部生数） 
類型別・学部生数 人文 社会 理学 工学 農学 保健 商船 家政 教育 芸術 その他 計
総合・旧帝大 6,693 15,298 8,668 26,318 6,322 11,299 0 0 1,690 0 7,252 83,540
総合・旧官大［文・理］ 2,747 7,291 3,923 7,352 1,188 4,246 138 0 4,268 507 2,174 33,834
総合・旧官大［医あり］ 3,602 11,246 4,350 14,932 2,622 10,002 0 0 8,142 0 1,524 56,420
総合・新制大［医あり］ 5,387 14,914 7,403 25,466 7,501 12,151 0 0 11,700 0 1,529 86,051
複合・新制大［医あり］ 2,919 2,678 3,263 19,221 5,516 11,032 0 164 6,530 0 2,763 54,086
複合・新制大［医なし］ 1,837 15,051 2,808 16,482 3,448000 1 1 , 4 0 50 3 , 6 4 6 5 4 , 6 7 7
単科・旧官大 0 4 , 5 5 4 1 , 1 0 1 3 , 9 0 00 1 , 3 4 000000 1 0 , 8 9 5
単科・旧女高師 1 , 4 2 70 1 , 3 8 10000 1 , 2 9 3 1 3 00 1 7 6 4 , 4 0 7
単科・旧専門［文］ 8 , 4 1 8 2 , 4 3 30000001 2 , 0 6 90 1 2 , 9 2 1
単科・旧専門［教］ 00000000 2 6 , 0 0 4 1 2 80 2 6 , 1 3 2
単科・旧専門［工］ 0 0 0 22,065 1,804000000 2 3 , 8 6 9
単科・旧専門［農・海］ 0 0 0 713 2,464 0 1120000 3 , 2 8 9
単科・新設大［医］ 00000 2 , 5 5 500000 2 , 5 5 5
単科・新設大［教］ 00000000 2 , 5 8 200 2 , 5 8 2
単科・新設大［工］ 000 4 , 4 3 20 2 600000 4 , 4 5 8
単科・大学院大学 000000000000
合計 33,030 73,465 32,897 140,881 30,865 52,651 250 1,457 72,452 2,704 19,064 459,716
類型別・学部生数比率 人文 社会 理学 工学 農学 保健 商船 家政 教育 芸術 その他 計
総合・旧帝大 20% 21% 26% 19% 20% 21% 0% 0% 2% 0% 38% 18%
総合・旧官大［文・理］ 8% 10% 12% 5% 4% 8% 55% 0% 6% 19% 11% 7%
総合・旧官大［医あり］ 11% 15% 13% 11% 8% 19% 0% 0% 11% 0% 8% 12%
総合・新制大［医あり］ 16% 20% 23% 18% 24% 23% 0% 0% 16% 0% 8% 19%
複合・新制大［医あり］ 9% 4% 10% 14% 18% 21% 0% 11% 9% 0% 14% 12%
複合・新制大［医なし］ 6% 20% 9% 12% 11% 0% 0% 0% 16% 0% 19% 12%
単科・旧官大 0% 6% 3% 3% 0% 3% 0% 0% 0% 0% 0% 2%
単科・旧女高師 4% 0% 4% 0% 0% 0% 0% 89% 0% 0% 1% 1%
単科・旧専門［文］ 25% 3% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 77% 0% 3%
単科・旧専門［教］ 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 36% 5% 0% 6%
単科・旧専門［工］ 0 %0 %0 % 1 6 %6 %0 %0 %0 %0 %0 %0 %5 %
単科・旧専門［農・海］ 0% 0% 0% 1% 8% 0% 45% 0% 0% 0% 0% 1%
単科・新設大［医］ 0% 0% 0% 0% 0% 5% 0% 0% 0% 0% 0% 1%
単科・新設大［教］ 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 4% 0% 0% 1%
単科・新設大［工］ 0% 0% 0% 3% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 1%
単科・大学院大学 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
合計 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 
上表（表 6-4）は学部生数を専門分野別・国立大学の類型別にみたものである。まず、国立大
学のシェアが 2 割弱にとどまる計について注目すると、 学部レベルにおける教育機会供給機能の
上位 5 類型は、総合・新制大［医あり］ （19％） 、総合・旧帝大（18％） 、総合・旧官大［医あり］
（12％） 、複合・新制大［医あり］ （12％） 、複合・新制大［医なし］ （12％）となっている。総合・
旧帝大、総合・旧官大［文・理］ 、単科・旧官大などの「全国大学」の果たす役割は 3 割未満に
過ぎず、国立大学の限られた学部教育機会供給機能については、 「地方大学」が大部分の機能分







国大学」 の果たす役割は 1 割未満に過ぎず、 国立大学の教育 ・ 学部教育機会供給機能については、
「地方大学」が大部分の機能分担をしていることがわかった。また、国立大学が 3～4 割の機能
分担を有している理学・工学・農学・保健についても、全国大学が果たしている機能はそれぞれ
42%、 27%、 24%、 32%％にとどまり、 その過半数を地方大学が果たしていることが明らかになった。 
 
6.2.1.2.    大学類型別にみた国立大学の修士教育機会供給機能 
4 章において、修士教育機会供給に機能について、その過半数を国立大学が担っていることが
確認された。ここではさらに、国立大学の類型別にみていく（表 6-5） 。まず、計についてみて
いくと、上位 6 類型は、総合・旧帝大（32％） 、総合・旧官大［文・理］ （9％） 、総合・旧官大［医
あり］ （9％） 、総合・新制大［医あり］ （11％） 、複合・新制大［医あり］ （7％） 、複合・新制大［医
なし］ （8％）となっている。総合・旧帝大、総合・旧官大［文・理］ 、単科・旧官大などの「全
国大学」 の果たす役割は 5 割程度となっており、 全国大学と地方大学の間でほぼ均等に機能分担
がなされていることが確認できる。 
表 6-5  専門分野・大学類型別・修士教育機会供給機能（修士院生数） 
類型別・院生数 人文 社会 理学 工学 農学 保健 商船 家政 教育 芸術 その他 計
総合・旧帝大 1,829 1,480 4,593 12,890 2,800 2,043 0 0 582 0 3,853 30,070
総合・旧官大［文・理］ 500 1,029 1,128 2,400 551 595 1 88 1,079 164 1,067 8,602
総合・旧官大［医あり］ 446 428 1,115 3,381 339 1,433 0 0 805 216 728 8,891
総合・新制大［医あり］ 244 535 927 5,171 1,177 869 0 0 1,125 0 287 10,335
複合・新制大［医あり］ 68 85 293 3,889 752 717 0 65 722 0 177 6,768
複合・新制大［医なし］ 255 730 530 3,654 603 24 0 0 1,337 0 657 7,790
単科・旧官大 105 628 700 2,276 0 186 0 0 61 0 473 4,429
単科・旧女高師 2 1 8 1 1 9 2 6 4 5 2000 1 3 000 1 4 6 9 2 9
単科・旧専門［文］ 5 9 2 4 50000000 8 5 40 1 , 4 9 1
単科・旧専門［教］ 00000000 2 , 5 5 6 3 8 1 0 9 2 , 7 0 3
単科・旧専門［工］ 00 5 9 5 , 5 2 6 5 0 600000 2 0 0 6 , 2 9 1
単科・旧専門［農・海］ 000 5 3 4 3 70 6 60000 5 5 6
単科・新設大［医］ 00000 1 1 400000 1 1 4
単科・新設大［教］ 00000000 1 , 9 3 800 1 , 9 3 8
単科・新設大［工］ 000 1 , 8 5 30000000 1 , 8 5 3
単科・大学院大学 0 2 0 9 1 8 9 1 1 3 700000 5 4 7 1 , 7 2 2
合計 4,257 5,288 9,627 42,056 7,202 5,981 67 283 10,205 1,272 8,244 94,482
類型別・院生比率 人文 社会 理学 工学 農学 保健 商船 家政 教育 芸術 その他 計
総合・旧帝大 43% 28% 48% 31% 39% 34% 0% 0% 6% 0% 47% 32%
総合・旧官大［文・理］ 12% 19% 12% 6% 8% 10% 1% 31% 11% 13% 13% 9%
総合・旧官大［医あり］ 10% 8% 12% 8% 5% 24% 0% 0% 8% 17% 9% 9%
総合・新制大［医あり］ 6% 10% 10% 12% 16% 15% 0% 0% 11% 0% 3% 11%
複合・新制大［医あり］ 2% 2% 3% 9% 10% 12% 0% 23% 7% 0% 2% 7%
複合・新制大［医なし］ 6% 14% 6% 9% 8% 0% 0% 0% 13% 0% 8% 8%
単科・旧官大 2% 12% 7% 5% 0% 3% 0% 0% 1% 0% 6% 5%
単科・旧女高師 5% 2% 3% 0% 0% 0% 0% 46% 0% 0% 2% 1%
単科・旧専門［文］ 14% 1% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 67% 0% 2%
単科・旧専門［教］ 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 25% 3% 1% 3%
単科・旧専門［工］ 0 %0 %1 % 1 3 %7 %0 %0 %0 %0 %0 %2 %7 %
単科・旧専門［農・海］ 0% 0% 0% 0% 6% 0% 99% 0% 0% 0% 0% 1%
単科・新設大［医］ 0% 0% 0% 0% 0% 2% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
単科・新設大［教］ 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 19% 0% 0% 2%
単科・新設大［工］ 0% 0% 0% 4% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 2%
単科・大学院大学 0% 4% 0% 2% 1% 0% 0% 0% 0% 0% 7% 2%
合計 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 
一方、 国立大学のシェアが 100％となっている商船・修士教育機会供給機能については、 単科・









専門［工］が 13％（工学分野のシェア第 2 位）と、当該分野において単科大学が重要な役割を
果たしていることが明らかになった。 
 
6.2.1.3.    大学類型別にみた国立大学の博士教育機会供給機能 
表 6-6  専門分野・大学類型別・博士教育機会供給機能（博士院生数） 
類型別・院生数 人文 社会 理学 工学 農学 保健 家政 教育 芸術 その他 計
総合・旧帝大 2,460 1,466 3,085 5,085 1,809 5,874 0 657 0 2,841 23,277
総合・旧官大［文・理］ 364 783 716 613 306 1,587 0 342 55 927 5,693
総合・旧官大［医あり］ 109 104 440 393 68 3,571 0 0 0 1,286 5,971
総合・新制大［医あり］ 6 74 138 934 777 2,459 0 0 0 215 4,603
複合・新制大［医あり］ 0 34 64 757 217 1,819 36 0 0 0 2,927
複合・新制大［医なし］ 24 200 222 682 154 0 0 0 0 261 1,543
単科・旧官大 128 672 219 1,002 0 1,055 0 53 0 273 3,402
単科・旧女高師 3 3 900000 1 3 620 3 1 7 7 9 4
単科・旧専門［文］ 3 0 10000000 2 5 10 5 5 2
単科・旧専門［教］ 0000000 1 1 500 1 1 5
単科・旧専門［工］ 0 0 87 1,120 295 0 0 0 0 91 1,593
単科・旧専門［農・海］ 00 9 89 1 1 600006 2 2 9
単科・新設大［医］ 00000 3 4 30000 3 4 3
単科・新設大［教］ 0000000 1 3 100 1 3 1
単科・新設大［工］ 000 3 5 3000000 3 5 3
単科・大学院大学 84 54 176 419 117 0 0 0 0 328 1,178
合計 3,815 3,387 5,245 11,367 3,859 16,708 172 1,300 306 6,545 52,704
類型別・院生比率 人文 社会 理学 工学 農学 保健 家政 教育 芸術 その他 計
総合・旧帝大 64% 43% 59% 45% 47% 35% 0% 51% 0% 43% 44%
総合・旧官大［文・理］ 10% 23% 14% 5% 8% 9% 0% 26% 18% 14% 11%
総合・旧官大［医あり］ 3% 3% 8% 3% 2% 21% 0% 0% 0% 20% 11%
総合・新制大［医あり］ 0% 2% 3% 8% 20% 15% 0% 0% 0% 3% 9%
複合・新制大［医あり］ 0% 1% 1% 7% 6% 11% 21% 0% 0% 0% 6%
複合・新制大［医なし］ 1% 6% 4% 6% 4% 0% 0% 0% 0% 4% 3%
単科・旧官大 3 % 2 0 %4 %9 %0 %6 %0 %4 %0 %4 %6 %
単科・旧女高師 9% 0% 0% 0% 0% 0% 79% 0% 0% 5% 2%
単科・旧専門［文］ 8% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 82% 0% 1%
単科・旧専門［教］ 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 9% 0% 0% 0%
単科・旧専門［工］ 0 %0 %2 % 1 0 %8 %0 %0 %0 %0 %1 %3 %
単科・旧専門［農・海］ 0% 0% 2% 0% 3% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
単科・新設大［医］ 0% 0% 0% 0% 0% 2% 0% 0% 0% 0% 1%
単科・新設大［教］ 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 10% 0% 0% 0%
単科・新設大［工］ 0% 0% 0% 3% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 1%
単科・大学院大学 2% 2% 3% 4% 3% 0% 0% 0% 0% 5% 2%
































6.3.    大学類型別にみた国立大学の大学開放機能 
6.3.1.    大学類型別にみた国立大学の研究的大学開放機能 
4 章において、研究的大学開放機能（共同研究件数・額）については、件数に注目すると国立
が 84%、額については、国立が 82％とその大部分を国立大学が担っていることが確認された。 
表 6-8  大学類型別・研究的大学開放機能（共同研究件数・額） 
金額単位：千円
大学類型 件数 件数比率 額 額比率
総合・旧帝大 3,977 34% 15,324,781 52%
総合・旧官大［文・理］ 722 6% 1,755,618 6%
総合・旧官大［医あり］ 1,031 9% 1,828,821 6%
総合・新制大［医あり］ 1,578 13% 2,272,350 8%
複合・新制大［医あり］ 1,179 10% 2,042,038 7%
複合・新制大［医なし］ 1,025 9% 1,464,327 5%
単科・旧官大 447 4% 1,754,038 6%
単科・旧女高師 29 0% 24,478 0%
単科・旧専門［文］ 10 0% 10,533 0%
単科・旧専門［教］ 22 0% 26,006 0%
単科・旧専門［工］ 1,005 9% 1,975,604 7%
単科・旧専門［農・海］ 194 2% 226,247 1%
単科・新設大［医］ 59 1% 125,734 0%
単科・新設大［教］ 4 0% 7,920 0%
単科・新設大［工］ 274 2% 476,135 2%
単科・大学院 179 2% 393,223 1%















数、大学発ベンチャー数）それぞれについて、地方国立大学は 5 割弱、5 割強、5 割弱、5 割程
度の機能分担をしており、重要な役割を果たしていることもわかった。 
 




表 6-9  大学類型別・教育的大学開放機能（大学開放講座数・受講者数） 
大学類型 講座数 講座数比率 受講者数 受講者数比率
総合・旧帝大 540 21% 42,083 33%
総合・旧官大［文・理］ 94 4% 4,556 4%
総合・旧官大［医あり］ 162 6% 5,332 4%
総合・新制大［医あり］ 508 20% 29,438 23%
複合・新制大［医あり］ 312 12% 11,491 9%
複合・新制大［医なし］ 303 12% 11,944 9%
単科・旧官大 19 1% 1,734 1%
単科・旧女高師 15 1% 922 1%
単科・旧専門［文］ 41 2% 1,133 1%
単科・旧専門［教］ 312 12% 8,669 7%
単科・旧専門［工］ 95 4% 3,468 3%
単科・旧専門［農・海］ 18 1% 620 0%
単科・新設大［医］ 14 1% 2,673 2%
単科・新設大［教］ 101 4% 1,475 1%
単科・新設大［工］ 25 1% 423 0%
単科・大学院 7 0% 180 0%
合計 2,566 100% 126,141 100%  
上表（表 6-9）は大学開放講座数と受講者数を、国立大学の類型別にみたものである。教育的
大学開放機能（大学開放講座数）に関して、総合・旧帝大で 21％を占めるにすぎず、総合・旧
官大［文・理］ （4％） 、単科・旧官大（1％）を合わせた「全国大学」の果たす役割は 3 割未満と
なる。以上からは、教育的大学開放機能（大学開放講座数）については、 「地方大学」が大部分
の機能分担を行っていることが明らかになる。 教育的大学開放機能 （受講者数） に関して、 総合・
旧帝大で 33％を占めるにすぎず、総合・旧官大［文・理］ （4％） 、単科・旧官大（1％）を合わ
せた「全国大学」の果たす役割は 4 割未満となる。以上からは、教育的大学開放機能（大学開放















7.1.  個人レベルの大学開放機能 
7.1.1.  教員活動状況報告からみた大学開放機能 
  以下では、広島大学の教員活動状況報告（2006 年度）を利用して個人レベルで行われている
大学開放機能についてみていく。具体的には、①総合科学研究科、②文学研究科、③教育学研究
科、 ④社会科学研究科、 ⑤理学研究科、 ⑥先端物質科学研究科、 ⑦保健学研究科、 ⑧工学研究科、
⑨生物圏科学研究科、⑩医歯薬学総合研究科、⑪国際協力研究科、⑫法務研究科の 12 研究科に
所属する教員を取り上げる。これらの教員のうちから、特定の五十音をランダムに決定し、そこ
から「社会貢献活動」 （本稿では「大学開放機能」以下同様）の項目に記載がある最初の 2 名の
教員を抽出する。仮に「は」を起点とすると、名字が「は」で始まる教員の社会貢献活動につい
ての記載状況を五十音順に調べ、 記載がある最初の 2 名まで活動状況の把握を進める。 結果とし
て、①総合科学研究科（6 名） 、②文学研究科（2 名） 、③教育学研究科（2 名） 、④社会科学研究
科（2 名） 、⑤理学研究科（3 名） 、⑥先端物質科学研究科（3 名） 、⑦保健学研究科（2 名） 、⑧工
学研究科（2 名） 、⑨生物圏科学研究科（2 名） 、⑩医歯薬学総合研究科（3 名） 、⑪国際協力研究
科（3 名） 、⑫法務研究科（2 名）の 32 名のなかから、社会貢献活動についての記載のある教員







れる。ここから明らかになるのは 1652 名（平成 18 年）の大学教員のうち、32 名中活動実績の









7.1.2.  教員の兼業依頼からみた大学開放機能 
  次に、広島大学における大学開放機能を兼業依頼のデータに基づいてみていく。まず、その件
数についてであるが、民間会社 550 件、入試や資格試験・選考委員等 110 件、国公私立大学の非





いて兼業先別に件数をカウントし、 降順にソートし、 件数が 7 件以上のものをまとめた表が次の
ものになる（表 7-2） 。ここから明らかになるのは、兼業という形での大学開放は、国・地方レ
ベルの諸機関それぞれに対して行われていることがわかる。また地方レベルの諸機関において、
その兼業先機関名から非常に多様な内容（ 「研究開発」 「国際」 「企画総務」 「産業振興」 「環境」
「農業」 「健康福祉」 「福祉保健」 「医師会」 「薬剤師」 「看護」 「原爆障害」 「集団検診」 「消防局救
急救命士養成」 「消防学校消防職員」 「国土交通」 「教育委員会」 「教育」 「体育」など）での大学
開放が行われていることがわかる。 47 
 











































放射線被曝者医療国際協力推進協議会 県内 7  
 
7.2.  組織レベルでの大学開放機能 
7.2.1.  総合的大学開放機能としての包括協定 
  以上の他に、より組織的な総合的大学開放機能として、広島大学における「包括的研究協力協
定」を事例して紹介する。広島大学では、法人化前の 2003 年より「包括的研究協力協定」を開
始しており、2003 年～2008 年にかけて次のような形で増加してきている（図 7-1） 。また、協定48 
 

























図 7-1  包括協定数の変動 49 
 
表 7-3  包括協定の内容 
 
上記の期間において、 2003 年時点では 3 件に過ぎなかったものが、 2008 年においては 28 件と
10 倍弱まで拡大している。また、提携先についても 2003 年時点では、製造業 3 件となっていた50 
 







7.2.2.  総合的大学開放機能としての教員免許更新制 
  以上のほかに組織的な総合的大開放機能に関する事例として、 教員免許更新制について取り上
げる。広島大学では広島県で平成 21 年度において 2 千数百人の受講が見込まれていることを受
け、広島大学では 1500 名程度の受け入れを可能とするため 108 の講義の開講が予定されている












（http://www.hiroshima-u.ac.jp/top/koho_press/press/houdou/index.html） 2009 年 8 月 7 日
時点） 、 平成 18 年の 1 年間で報道された記事数は 604 件となり、 単純計算で 1 日に 1.7 件の記事
を供給していることが明らかになる （1 つの内容について複数紙で取り上げられていることがあ
るため、実際の報道件数ということでいえば、これらの数値以上になる） 。また上記の記事のう
ち約 10 分の 1 にあたる記事をランダムに抽出したものが以下の表 7-4 である。I.研究機能につ
いては、例えば「絶滅期生き延びた？生物の化石」 「犯罪抑止の街・・・県警と広島大  研究成
果報告」 「宇宙誕生の謎握る物質クォーク実態解明」 「今を読む  環境汚染・海からの警告  クラ
ゲ大発生は何を物語る」 （黄色網かけ部分）など、Ⅱ．教育機能については、 「大学、団塊世代へ
照準・・・全国の国公立大学で初めて、学部、大学院、に 50 歳、60 歳以上などに限定する高齢
者枠を導入」 「新司法試験合格率 48％  広島大からは 3 人」 （空色網かけ部分）など、Ⅲa.研究
的大学開放機能については、 「産学連携調査・・・企業の評価が高かった大学に広島大学 10 位」
「バイオの広島大・半導体のエルピーダ計画  飲む診断センター開発」 （橙色網かけ部分） など、
Ⅲb.教育的大学開放機能に関しては、 「広島大公開講座「数学の基礎と展望—調べる・わかる・創51 
 
り出す」 」 「中区で広島大学健康フォーラム「知りたい  がん治療」がんの基礎 400 人学ぶ」 「ひ
ろしま日本史を学ぶ会・・ ・広島大学大学院の下向井龍彦教授が「純友の乱外伝」と題して話す」
（青色網かけ部分） 、 Ⅲc.総合的大学開放機能については、 「浴衣で華やぐ広島大  東広島でまつ
り  模擬店や演奏楽しむ」 「大病院間で診療費調整へ・・・中山間地に医師融通」 「全広島選手権
決勝大会  広島大など 8 強そろう」 「道州制へ機運高める」 「陸上日本学生チャンピオンシッ
プ・・・広大の井藤由紀子さん 2 位」 「起こせ！けん玉ブーム  広島大サークル「DAMA けん」小
学生向け道場人気」 「広島大学総合博物館  東広島の本部に開館  環境・生物学ぶ拠点  資料で
迫る里海・山の魅力」 「広島大、3 病院と緊急被ばく医療協定  原発事故などの被ばく治療や医













































































機能、 Ⅲ． 大学開放機能に分類が難しい諸機能が見て取れる。 すなわち 「浴衣で華やぐ広島大  東
広島でまつり  模擬店や演奏楽しむ」 「全広島選手権決勝大会  広島大など 8 強そろう」 「陸上日
本学生チャンピオンシップ・・・広大の井藤由紀子さん 2 位」 「起こせ！けん玉ブーム  広島大53 
 
































































































































































れの機能のサブカテゴリーと関連する具体的なデータが整理可能となる。②また、7 章 3 節にお
いてみられるように、大学の機能にはその主体として「教員」ではなく、｢学生｣を主体とする機
能と｢施設｣を主体とする機能が存在するものと理解できる。 ③さらに、 以上の機能が対象とする




  以上の点を考慮して、2 章で提示したモデルを再構築すると以下の 3 つの図となる。まず図 2
－1 を「大学の機能」ではなく、それを構成する「教員」主体の大学の機能として再構築する。  
 
 
図 8-1  教員主体の大学の機能モデル 
 
  次に、大学の機能として「教員主体の機能」に「学生主体の機能」 「施設主体の機能」 （さ
らに職員主体の機能：前三者への支援機能）を取り込み、環境との関係を整理したものを
図 8-2 に示す。 57 
 
 
図 8-2  大学の機能と環境モデル 












果たしている（4 章 1 節） （なおローマ数字は図 8-1 と対応させている） 。具体的には、Ⅰ.研究





5 割の機能分担をしている （商船においては 100％） 。 ④また専門職業人材養成 （職業別就職者数）
に関して、科学研究者、医師・歯科医師、小学校教員、中学校教員の 85％、71％、63％、56％
の人材養成を担っていることもわかった（4 章 2 節） 。⑤さらに、設置主体・都道府県別にみた
場合、Ⅰ．研究機能、Ⅱb．大学院教育機能、Ⅲa．研究的大学開放機能において、中核的な役割
を果たしていることはより明確になる。具体的には、研究機能（科研費件数・額）では全 47 都
道府県中 40・42 県、大学院教育機能（修士院生数・博士院生数）では 41・40 県（社会人大学院




に関して、全国大学が過半数（50％以上）を占めている専門分野は 26 分野中 23 分野に達する。







ことがわかる（6 章 1 節） 。⑦Ⅱb．大学院教育機能についても、地方国立大学は重要な役割（修
士院生数 5 割、博士院生数 4 割）を果たしている。修士院生数 5 割のうち、総合・旧官大［医あ
り］ 、総合・新制大［医あり］ 、複合・新制大［医あり］の果たしている役割が大きい（4 割強）
ことがわかる。 （6 章 2 節） 。⑧Ⅲa．研究的大学開放機能（共同研究件数・額）においても、重
要な機能分担（件数の 5 割強・額の 4 割弱）をしている。このうち総合・旧官大［医あり］ 、総
合・新制大［医あり］ 、複合・新制大［医あり］ 、単科・旧専門［工］ （室蘭工業大、東京農工大、
電気通信大、名古屋工業大、京都工芸繊維大、九州工業大）の果たしている役割が大きい（4 割
強・3 割弱）ことがわかる（6 章 3 節） 。また、⑨都道府県別にみた国立大学の機能（Ⅰ研究機能










を提供している地方国立大学に対して運営費交付金の削減が生じる危険性がある（5 章 4 節） 。
⑩以上の他にも、 広島大学の事例分析から非常に多様な大学開放機能が存在していることが明ら
かになった、 それらの全てが必ずしも大きな影響力をもつものではないかもしれないが、 地域 （ケ
ースによっては国・世界）に対して、1 つ 1 つは細くとも社会のはしばしまで張り巡らされた、
総量としては大きな量となる 「毛細血管」 のような様態で存在している （ 「毛細血管式機能状況」 ）













































のアジアランキングにそれなりの価値を置くとするならば、 これら 200 位の中にどれだけ先に挙
げた以外の大学をランクインさせるかといった形の「選択と集中」も十分考えうるのである。 









してよいものではない。 「見えやすい」 「測りやすい」機能に評価の焦点を当てた配分は、 「見え











付属資料Ⅰ  設置主体・都道府県・専門分野別にみた学部教育機会供給機能（比率） 
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付属資料Ⅱ  設置主体・都道府県・専門分野別にみた修士教育機会供給機能（比率） 
 64 
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  また、以上は次の 4 つの調査に基づく分析結果となっている。 
（1）｢岡山調査｣（1969 年 2 月） 
（2）｢大学卒業後の状況に関する調査｣（1970 年 12 月） 
（3）｢大学教育に関する意見調査｣（1971 年 11 月～12 月） 
（4）｢大学教育に関する有識者の意見調査｣（1973 年 1 月） 68 
 
                                                                                                                                                  
  （1）については、岡山大学を対象とした a.｢大学卒業後の状況に関する調査｣と岡山県下の高校を対象
とした b.｢高校進路状況調査｣からなる。これらの調査を通じて、｢岡山大学の教育機会供給機能と人材養
成機能の 20 年間にわたる＜実績＞及び現状（1968 年現在）を把握｣（p.6）することが目指されている。 
（2）～（4）については、 「秋田、山形、宇都宮、山梨、鳥取、徳島、岡山の 7 大学とその＜地元＞であ
る 7 県をフィールドとして」 （p.7）いる。このうち、 （2）の調査対象は「秋田、山形、宇都宮、山梨、鳥
取、徳島の各大学全学部の卒業者である」 （p.8） 。より具体的には、 「1953年3月 （ 第一回）卒業者から隔





  次に、 （3）の調査対象者は、 「秋田、山形、山梨、岡山、鳥取、徳島の 6 県下の大学進学率の高い高校を











4  Ⅰの目的について、 「国立大学に焦点をあて、それが地域社会との間に取り結んでいる多様な関係を明
らかにし、その構造を把握することによって、大学と地域社会の交流について新しいあり方を探ることに
した」 （市川,1998,「はしがき」 ）とされており、報告書の構成は、次のようになっている。 
序論  大学と地域社会の新しい関係 
第一部  国立大学のマクロ分析 
  大学の類型化と構造変動の分析～国立大学を中心に 
  1975 年以降の国立大学の量的拡大過程 
第二部  地域社会と国立大学 
  国立大学と地域社会－結節点としての「地域共同研究センター」－ 
  自己点検・評価報告書にみる「地域社会と国立大学」－「社会的サービス機能」の分析を中心に－ 















る」 （天野, 1999, p.3）とする一方で、Ⅱでは教員調査が実施されている。なお、教員調査の概要は次の
通りである。 
調査対象大学：東北大学、山形大学、新潟大学、広島大学、香川大学、九州大学、佐賀大学 
調査対象者：1997 年 10 月 1 日現在の講師以上の専任教員全員（6051 人） ・回収数 2668 人 
主な調査項目： 
    自大学と教員の地域貢献についての範囲別や領域別の評価 
    自大学の立地する地域社会の大学への貢献度や地域的条件の評価 
    地域社会からの対象者への協力要請への対応の実態 
    大学の部局や組織を通じての地域交流の実態 
    教育・研究活動における地域資源の活用の実態 
    大学＝地域交流へのインセンティブ 
    大学＝地域交流に関して大学側、地域側にある問題点や阻害要因 
    地域からの要請に対する今後の対応についての意見 
    国立大学における教育・研究と地域交流とのあり方 
    国立大学における教育機会や施設等の開放等のあり方 
    国立大学の設置形態に関わる意見 
    個人の所属部局・専門分野・年齢等属性 
上記の教員調査に基づき、次のような形で地域交流について分析がなされている。 
第一部  研究の課題と結果の概要 
第 1 章  研究の意図と目的 
第 2 章  研究の課題と方法 
第 3 章  教員調査結果の概要 
第二部  大学と地域交流―総合分析 
第 1 章  教員の地域交流の実態 
第 2 章  教員からみた大学＝地域交流の促進/阻害要因 
第 3 章  大学全体としての地域貢献と地域特性 70 
 
                                                                                                                                                  
第 4 章  大学の教育研究活動と地域社会 
第 5 章  大学の管理運営と地域社会 
第 6 章  自由回答にみる大学＝地域交流への意見 
第 7 章  大学＝地域交流の現状と課題 
第三部  大学と地域交流―大学別分析 
第 1 章  東北大学と地域社会 
第 2 章  山形大学と地域社会 
第 3 章  新潟大学と地域社会 
第 4 章  広島大学と地域社会 
第 5 章  香川大学と地域社会 
第 6 章  九州大学と地域社会 
第 7 章  佐賀大学と地域社会 
 
6  Ⅲにおいて、 「これまでの研究成果を踏まえて実施された新潟県を対象とする事例研究である。県内の
国立、私立すべての 4 年制大学を対象とし、さらに行政機関も含めて多角的に実施された」 （ 「はしがき」 ）
とし、次のような構成を取っている。 
序章  課題の設定と分析方法 
第 1 章  新潟県における高等教育の構造 
第 2 章  新潟大学と地域交流 
第 3 章  大学・地域交流の比較分析 
第 4 章  行政からみた大学・地域交流 
終章  総括と展望 
7  Ⅳについては、 「ここに『研究報告  第 5 号』として刊行するのは、これら一連の研究の一部として、
教員調査の対象とした 7 国立大学の所在県の有識者層を対象とした調査の結果である。 」 （p.i）とされてい
る。なお、有識者調査の概要は次の通りである。 
調査対象大学：東北大学、山形大学、新潟大学、広島大学、香川大学、九州大学、佐賀大学 
調査対象者：上記 7 国立大学が所在する 7 県（宮城・山形・新潟・広島・香川・福岡・佐賀）の年鑑な
どに記載されている県内の機関・団体一覧から役職に就いている者 8520 名。回収数 4040
名。 
主な調査内容： 
    過去 1 年間に地元国立大学の関係者から何らかの協力要請があったかどうか 
    地元国立大学が実施している地域との交流活動をどの程度知っているか 
    地元国立大学の活動に対してどの程度の関心を抱いているのか 
    地元の国立大学が日常的にどの程度身近な存在になっているか。 
上記の有識者調査に基づき、以下の構成となっている。 
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第 1 章  国立大学と地域社会の交流：研究の意図と目的 
第 2 章  有識者調査の枠組みと方法 
第2部   総 合 分 析  
第 3 章  調査対象 7 県・7 大学と回答者のプロフィール 
第 4 章  有識者と大学との交流 
第 5 章  大学の地域貢献に対する評価と交流の障害 
第 6 章  地元国立大学の地域貢献への期待 
第 7 章  国立大学のあり方に関する有識者の意見 
第 8 章  自由回答にみる有識者と地元の国立大学 
第3部   県 別 分 析  
第 9 章  有識者からみた東北大学と地域社会 
第 10 章  有識者からみた山形大学と地域社会 
第 11 章  有識者からみた新潟大学と地域社会 
第 12 章  有識者からみた広島大学と地域社会 
第 13 章  有識者からみた香川大学と地域社会 
第 14 章  有識者からみた九州大学と地域社会 
第 15 章  有識者からみた佐賀大学と地域社会 





第Ⅰ部  国立大学の構造分化 
（1）政策の展開 
  第 1 章  戦後国立大学政策の展開 
（2）学部の組織変動 
  第 2 章  文理学部の成立と分化 
  第 3 章  教養部の形成と解体 
  第 4 章  教員養成学部の変動 
  第 5 章  医学部の発展と変容 
（3）システムの構造分化 
  第 6 章  大学院の発展と構造分化 
  第 7 章  システムの構造分化―統計的分析 
  第 8 章  国立大学の諸類型 
第Ⅱ部  国立大学と地域交流 
（1）大学と地域交流 72 
 
                                                                                                                                                  
第 9 章  自己点検・外部評価にみる地域交流 
第 10 章  大学改革と地域交流の組織化 
第 11 章  大学類型と地域交流 
第 12 章  教育・学習機会の拡充と大学・地域 
第 13 章  学校・職業経歴と地域交流 
（2）専門分野と地域交流 
第 14 章  医療系の地域交流 
第 15 章  社会科学系の地域交流 
第 16 章  教育系の地域交流 
第 17 章  工学系の地域交流 
（3）大学と地域交流 
第1 8章   香 川 大 学  
第1 9章   広 島 大 学  
第2 0章   山 形 大 学  
第2 1章   新 潟 大 学  
第 22 章  国立大学と私立大学 